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交流・移住人口の拡大等
・移住・交流情報に関する情報提供
・都市農村交流
・二地域居住の推進
・地元の大学で学び・就職する若者の応援
・地方への人材還流の推進
・企業の地方拠点強化の支援、政府関係機関の地方移転 等

情報通信技術の活用によるサービスの提供
・行政サービスの簡素化・効率化・オンライン化
・医療・介護サービスの遠隔サポート 等

グローバル・ネットワーク・地域資源の活用
・日本版ＤＭＯ
・外国人観光客のニーズの把握等
・地域商社機能を核とする地域産品市場の拡大
・日本型イノベーション・エコシステム
・サービス産業の生産性向上 等

コンパクトシティの形成等
・コンパクトシティ
・小さな拠点・地域運営組織
・公共インフラの整備 等

広域連携施策の活用・展開
・広域連携施策の枠組みの活用
・連携中枢都市圏の圏域形成
・定住自立圏の圏域形成 等
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人口減少問題



１．人口減少・少子高齢化関係
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日本の将来人口動向

n 今後人口減少が加速度的に進行する見込み。2020年代初めは年60万人、2030年代は年90万人の減少。

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」
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2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

総人口 12,806万人 12,410万人 11,662万人 10,728万人 9,708万人

老年人口
（65歳以上）

2,948万人
23.0％

3,612万人
29.1％

3,685万人
31.6％

3,868万人
36.1％

3,768万人
38.8％

生産年齢人口
（15～64歳） 8,174万人 7,341万人 6,773万人 5,787万人 5,001万人

年少人口
（～14歳） 1,684万人 1,457万人 1,204万人 1,073万人 939万人

将来推計人口 【中位推計－合計特殊出生率1.35】



地域によって異なる将来人口動向

n 地域によって人口の「減少段階」は大きく異なる。東京圏や大都市などは「第１段階」にあるのに対して、地
方はすでに「第２・３段階」になっている。
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都道府県別で見た人口減少

n ２０３０年にかけて、都市部の高齢者人口（６５歳以上人口）が増加し、東京都（＋８２万人）、神奈川県（＋７
３万人）、埼玉県（＋５５万人）、大阪府（＋４９万人）、愛知県（＋４９万人）などで増加が多い。

n 他方、人口減少率は地方部において大きく、秋田県（▲２４％）、青森県（▲２１％）、山形県（▲１９％）、岩
手県（▲１９％）、島根県（▲１８％）の順に減少が目立っている。

6出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」より作成



都道府県人口一人あたり純移出の現状と先行き

n 2013年度には、東京都、愛知県、大阪府といった18の都府県で純移出が黒字（需要＜供給）であったが、人
口要因だけを変化させた2030年度には、9都府県を除いた38道府県で赤字（需要＞供給）になる見込みで
あり、これは地域間で所得の格差が拡大することを示唆している。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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東京圏への転入超過①

n 東日本大震災後に東京圏への転入超過数は減少したが、2013年は震災前の水準を上回っており、その後
も東京圏への転入は拡大している。
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東京圏への転入超過②

n 東京圏への転入超過数の大半は20～24歳、15～19歳が占めており、大卒後就職時、大学進学時の転入
が考えられる。
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東京圏への転入超過数 市町村別内訳と累積割合（２０１５年）

出所：まち・ひと・しごと創生会議第９回（28年５月20日）
増田博也氏提出資料 10



東京圏への転入超過数上位６９団体、自然増減率、社会増減率

出所：まち・ひと・しごと創生会議第９回（28
年５月20日）増田博也氏提出資料 11



「消滅可能性自治体」民間推計

n 人口移動が収束（縮小）しないと仮定した場合の推計によると、20～39歳女性人口が2010年から2040年に
かけて半分以下になる自治体の割合は49.8％。
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地域別人口増減の国際比較

n 日本やドイツでは、大都市の人口が増加し、地方の人口が減少している。
n 一方、アメリカやイギリスでは、大都市の人口が減少し、地方の人口が増加している。

13



２．交流・移住人口の拡大等
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移住希望の有無

出所：まち・ひと・しごと創生会議第１回（26年９月１９日）資料２
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移住をする上での不安・懸念点

出所：まち・ひと・しごと創生会議第１回（26年９月１９日）資料２

n 移住する上での不安・懸念点としては、「働き口が見つからないこと」「日常生活や公共交通の利便性」を挙
げる人が比較的多い。

n １０・２０代女性、３０代男性は、これに加えて、「給与が下がる可能性」(１０・２０代女性：53.6％、３０代男性：
43.8%) ６０代男女は「医療・福祉」(男性：50.0％、女性：52.9%)が見られる
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移住を希望しない理由

出所：まち・ひと・しごと創生会議第１回（26年９月１９日）資料２

n 移住を希望しない人が挙げる理由として、「日常生活や公共交通の利便性が良くない」、「今の生活に不満
がない」「働き口が見つからないと思う」、を挙げる人が比較的多い。

n 特に６０代男女、５０代女性は「今の生活に不満がない」を挙げる人の割合が比較的高い。(６０代男性：
55.3％、６０代女性：68.6％、５０代女性：50.6%)
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移住・交流情報ガーデン

n 総務省は居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワンストップで対応する窓口「移住・交流
情報ガーデン」を開設。

n 地方自治体や関係省庁とも連携し、「全国移住ナビ」を活用して総合的な情報提供を実施。

出所：総務省資料（27年８月３日）
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全国移住ナビ（ラウンドホームページのイメージ）

出所：総務省資料（27年８月３日）
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都市と農山漁村の交流人口の拡大

出所：農林水産省平成28年度予算説明資料 20



お試し居住を含む二地域居住等の推進

出所：国土交通省資料 21



地元学生定着プラン（奨学金の活用）

出所：文部科学省・総務省資料 22



地元学生定着プラン（自治体と大学等との連携）

出所：文部科学省・総務省資料 23



地域おこし協力隊

出所：総務省資料 24



• 地方でも都会と同じように働ける環境を実現し、人や仕事の地方への流れを促進する「ふるさとテレワーク」を推進するため、
ふるさとテレワークを導入する全国の自治体等に対する補助事業を実施。

＜補助事業の概要＞

【補助対象】ふるさとテレワークを導入する地方自治体及び当該地域への進出企業等の連携主体

【対象経費】サテライトオフィス等の環境を整備するための費用の一部（ＩＣＴ機器購入費用等）

【補 助 額】定額補助（上限4,000万円）

• 女性の活躍推進等に向け、事業者・利用者の意識改革を促し、テレワーク環境の裾野を拡大するため、セミナーの開催や、先進事例
の収集等によるデータベースの作成等に取り組む。

概 要：

目 標：
• まち・ひと・しごと創生総合戦略における以下の目標の達成に貢献する。
- 東京圏から地方への転出 ４万人増加、地方から東京圏への転入 ６万人減少

- 上記により、2020年時点で東京圏から地方への転出・転入を均衡
• 2020年までに、週１日以上終日在宅就業するテレワーカー数を10%以上とする。

ふるさとテレワーク４類型

ふるさとテレワークの推進 【28当初】 ふるさとテレワーク推進事業 ７．２億円 （１０億円<26補正>）

出所：総務省資料 25



企業の地方拠点強化の支援（地域再生制度の概要）

出所：内閣府地域創生推進事務局資料 26



政府関係機関の地方移転の推進

出所：まち・ひと・しごと創生本部事務局資料 27



「生涯活躍のまち（日本版ＣＣＲＣ Continuing Care Retirement Community ）」構想

出所：「生涯活躍のまち構想」最終報告（日本版ＣＣＲＣ構想有識者会議2015年12月11日） 28



出所：「生涯活躍のまち構想」最終報告（日本版ＣＣＲＣ構想有識者会議2015年12月11日）

「生涯活躍のまち（日本版ＣＣＲＣ Continuing Care Retirement Community ）」構想
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３．グローバル・ネットワーク・地域資源
の活用
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「明日の日本を支える観光ビジョン」－世界が訪れたくなる日本へ－

出所：「第２回 明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」（内閣官房） 31



日本版DMOの概要と取組事例
n 日本版DMOとは、民間事業者、地方自治体、地域住民等の多様な関係者と協働しながら、観光地域づくり
を実現するための戦略の策定、その戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人。
（DMO…D estination Management/Marketing Organization)
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外国人観光客のニーズの把握等①

n 国籍によって訪問日数に違いが見られる。アジア地域からの観光客は、８割弱が１週間以内の滞在だが、
欧米地域からの観光客は、６割以上が１週間以上、３割弱は２週間以上の長期滞在となっている。

n 滞在期間の違いには、滞在目的や人員構成だけでなく、母国における休暇取得の状況や休み方も影響し
ている。

国籍別訪問日数（2015年）
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出所：「地域の経済2016」（内閣府）



外国人観光客のニーズの把握等②

n 国籍によって購入物品等に違いが見られる。国籍別に一人当たり消費額（買物代のみ）を比べると、中国の
観光客が非常に多い。

国籍別一人当たりの消費支出額（2015年）

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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外国人観光客のニーズの把握等③

n 品目一人あたり消費支出のシェアを国籍別にみると、中国からの観光客は、化粧品・香水、服（和服以外）・
鞄・靴、医薬品、電気製品、カメラ・ビデオカメラ・時計のシェアが高く、韓国からの観光客は、服（和服以
外）・かばん・靴、飲食料品・たばこや服、和服・民芸品が上位を占める。

消費支出の品目別シェア（2015年）

出所：「地域の経済2016」（内閣府） 35



外国人観光客のニーズの把握等④

n 2016年に入り、中国からの観光客の一人当たりの消費支出及び購入品目のシェアには変化が見られる。
一人当たり消費支出は、2015年から、2016年4-6月期にかけて３割減少している。購入品目のシェアをみる
と、電気製品、カメラ・ビデオカメラ・時計などの高単価品目のシェアが縮小し、化粧品・香水、医薬品といっ
た日用品のシェアが相対的に高まっている。

外国人観光客（中国）の消費支出の変化（2015年、2016年4-6月期）

出所：「地域の経済2016」（内閣府） 36



地方航空機能の拡充①

n 地方空港の発着枠利用率は6-7割にとどまり、稼働率に余力があることから、追加的にインバウンド需要の
取り込みを実現することが可能と見込まれる。

主な地方空港における空港利用率（2015年）

出所：「地域の経済2016」（内閣府） 37



地方航空機能の拡充②

n 地方空港の入国者別に外国人観光客の消費額の変化をみると、那覇空港利用客の消費額の伸び率は直
近３年間で約４倍と大きく増加した。背景には、当該空港を利用する外国人観光客数の増加がある。

n 客数の増加に寄与しているのは、主にLCCを含む国際就航路線の拡大である。

主な地方空港 入国者別の外国人観光客の消費額

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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地域商社

n 地域商社には、生産まで含めて地域商社機能を持つケース、流通が独自の地域商社機能を築くケース、全
国で商品カテゴリ別に連携するケースなど多様な主体が考えられる。

n 「ふるさと名品オブ・ザ・イヤー」をはじめ、地域の産品と消費者を直接つなげ、伝えるために行われている
全国レベルでの民間の活動等との連携を促し、地域産品の良さを都市部の消費者に伝える機会を拡大す
ることで、地域商社機能の活性化を図る。

n 地域商社単体の取組だけでなく、日本版DMOや稼げるまちづくり等と連動した取組や地域商社間の連携を
促すため、情報交換の場の提供やイベントの開催等を実施していく。

出所：中小企業庁ホームーページ
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日本型イノベーション・エコシステム

n 毎年200程度を目安に、５年間で約1000の先導的な技術開発プロジェクトを支援するイノベーション・コン
ソーシアムを形成し、地域の優れた技術の発掘とその事業化に向けた取組を推進する。

n グローバル・ネットワーク協議会（仮称）を設置し、国際市場に通用する事業化等に精通した専門家からな
るグローバル・コーディネーター（仮称）を組織化し、グローバル市場も視野に入れた事業化戦略の立案や
販路開拓等を支援する。

出所：
経済産業省
ホームーページ
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サービス産業の生産性向上

n 「地方版IoT推進ラボ」の普及など、地域企業がその内容や効果に直接触れ、具体的にIoTの活用に踏み込
んでいけるよう、多くの地域企業がIoT活用に関する情報交換や、自社のニーズに合うIT人材やITサービス
発掘を行う機会を提供するため ①地方公共団体が積極的に関与する「地方版IoT推進ラボ」の普及 ②モ
デルとなるスマート向上の整備 ③「スマートものづくり応援隊」に相談できる拠点の整備 ④おもてなしプ
ラットフォームなどの共通のIT基盤の整備 等に取り組む。

n 全国の約半数の地方公共団体が国と連携し、平成32年までに、地元のサービス事業者にワンストップで対
応できるようにする。また、事業分野別指針の策定と成功事例の普及、サービス経営人材の育成、おもて
なし規格認証の全国約30万社による認証の取得などにも取り組む。

出所：
IoT推進ラボ
ホームページ
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４．情報通信技術の活用などによる

サービスのイノベーション
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将来人口を前提にした場合、サービス業の立地が厳しくなる自治体数

n サービス別に動きを見ると、百貨店は３割、大学、有料老人ホーム、ハンバーガー店は２割を超える市町村
で施設・店舗がなくなる可能性がある。特に、百貨店は大きな需要規模（25万-30万人）を必要としているの
で、人口減少によって立地が厳しくなる。生活インフラや介護など、日常生活で利用の多い病院や銀行も、
１割を超える市町村で立地が厳しくなる可能性がある。

将来人口を前提にした場合、立地が厳しくなるサービス
自治体数（３大都市圏を除く）

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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将来人口の規模別市町村数と立地困難なサービス例

n それぞれの人口規模の下で提供が困難になるサービスを例示すると、人口規模が２万人以下では、ペット
ショップや英会話教室等のサービスが、人口規模１万人以下では、救急病院や介護施設、税理士事務所棟
のサービスが、人口５千人以下では、一般病院や銀行など日常生活に必要なサービスの提供主体は立地
が難しくなる。

将来人口の規模別市町村数と立地困難なサービス例

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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行政効率の改善

n 人口規模が小さな地域ほど相対的な行政コスト負担が重く、一人当たり負担の抑制には効率の改善が課
題。非民生費は規模の経済性の活用により抑制可能。業務標準化、ITの活用、外部委託による効率化で
歳出抑制が可能。広域連携は規模の経済性の発揮を促すことで効率を高める有力な方策。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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立地にとらわれないサービスの提供

n サービスは、生産と消費が同時に発生する性質があることから、一般的には、供給側と需要側が近くに存
在することが要件と考えられる。しかしながら、情報通信技術（IT）の発展等により、立地（又は居住地）にと
らわれずに、生活に必要なサービスを提供（又は享受）することが次第に可能となっている。

n 特に、一般病院や銀行などは日常生活に不可欠なサービスであり、人口減少下でもこうしたサービスが今
後利用可能となるよう、ITの利活用による立地にとらわれないサービスの提供を促すなどの環境整備を進
める必要がある。

情報通信技術（IT）の活用によるサービスの取組例

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
46



マイキープラットフォームによる地域活性化方策

n 民間利用が可能な電子証明書等（マイキー）を活用 ※マイナンバーは使わない

47出所：総務省資料



マイナンバーカードを活用した利活用将来像

48出所：社会保障・税番号制度概要資料（内閣官房）



５．コンパクトシティの形成等

49



社会資本の維持管理・更新費及び老朽化状況

n 今後、人口減少や少子高齢化に伴い財政状況がより一層厳しくなることが予測されているが、2013年度に
は更新費約3.6兆円、20年後には、約4.6～5.5兆円となり、現状の約3～5割高くなると推計されている。

出所：平成27年度 国土交通白書（国土交通省）

社会資本の維持管理・更新費及び老朽化状況
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総人口一人当たりの将来ストック額（道路、学校）

n 将来人口推計を用いて一人当たりストック量を延長すると、一人当たり道路ストックは、人口減少によって
概ね全ての都道府県で増加する見込みである。

n 同様に、学校ストックも2030年にかけて大幅に過剰になっていくことが見込まれている。

（備考）１．内閣府「都道府県別経済財政モデル・データベース」、国立
社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推
計」（平成25年3月推計）、総務省「人口推計（平成24年10
月1日現在）」より作成。
２．2012年の資本ストック額（実質・2005年基準）を内閣府「固
定資産残高に係る参考試算値」における「一般政府」部門
の資産残高（2012年）の名目・実質比率を用いて名目化し
2012年と2030年の人口（推計値）で除したもの。なお、道路
については総人口、学校については0歳-14差の人口を用
いた。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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公共施設の集約・複合化（公共施設等総合管理計画）

出所：「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」の概要（総務省） 52

http://www.soumu.go.jp/main_content/000287575.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000287575.pdf


集住化への取組を行う地方公共団体の政策手段

n 人口動態の変化に応じて街の姿を変えていくことは、多くの者の利害に関わり、かつ資金も要することから、
容易ではない。そこで、国は様々な制度を用意して地方公共団体の取組を支援することにしている。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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立地適正化計画

n 医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住民が公共交通によりこれ
らの生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通なども含めて都市全体の構造を見直し、「コンパク
トシティ・プラス・ネットワーク」の考えで進めていくことが重要。

出所：「コンパクトシティ・プラス・ネット
ワーク」（国土交通省）
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空き家対策について

n 総住宅に占める空家の割合は1998年に1割を超えた後も増加の一途をたどり、2013年には13.5％、820万
戸となっている。

n 空き家の除去・改修や実態把握に必要な費用は、「空き家再生等推進事業」として社会資本整備総合交付
金から助成されてきた。また、2014年に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が制定され、従来の社
会資本整備総合交付金による助成とは別に、「空家等対策計画」を策定する自治体に対し、用途を限定し
た補助金（補助率当は受来の助成と同等）が支給されることとなった。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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日常の買い物に不便を感じる高齢者の割合

n 公共交通手段の衰退は、自家用自動車を操作することが難しくなった高齢者等の自力で移動する手段を持
たない層にとって深刻な問題である。実際、日常の買い物に不便を感じる高齢者は全国各地で増加してい
る。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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今後本格導入が期待される交通サービスの事例等

n 既存の事業者による効率化や合理化だけでなく、鉄道や路線バスが衰退した地域では、生活に必要な移
動手段となる様々な交通サービスが生まれている。

出所：「地域の経済2016」（内閣府） 57



「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）

出所：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部資料 58



地域の課題解決を目指す地域運営組織

出所：地域の課題解決のための地域運営組織に関する有識者会議（平成28年8月10日） 59



居住地の中心部への集約に対する意識調査

n 人口減少、高齢化が進む中で、地域を維持・活性化させるための方法として、居住地を中心部に集約する
という考え方に賛成か、それとも反対か聞いたところ、「賛成」とする者の割合が29.8％（「賛成」8.3％＋「ど
ちらかといえば賛成」21.5％），「反対」とする者の割合が64.0％（「どちらかといえば反対」44.7％＋「反対」
19.3％）となっている。

出所：平成26年度 人口，経済社会等の日本の将来像に関する世論調査（内閣府） 60
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６．広域連携施策の実施
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自治体間広域連携の各種方策

出所：総務省ホームページ 62



【圏域に求められる役割】

①生活機能の強化（医療、福祉、教育、産業振興、環境 等）
②結びつきやネットワークの強化（地域公共交通、交通インフラ整備、地産地消、交流移住 等）
③圏域マネジメント能力の強化（合同研修・人事交流、外部専門家の招へい 等）

定住自立圏構想への取組状況

※H27以前は4月1日時点の数値

圏域形成に向けた手続

中心市

②定住自立圏形成協定の締結
中心市と近隣市町村が１対１で、
議会の議決を経て締結

①中心市宣言

③定住自立圏共生ビジョンの策定
圏域の将来像や推進する具体的取組を記載

近隣市町村

○人口５万人程度以上
○昼夜間人口比率１以上
○原則３大都市圏外 等

KPI： 2020年（平成32年） 140圏域 （H28.5.31現在 109圏域）

協定締結等市町村数
４６３市町村
（H28.5.31時点）

（市町村・圏域数）

○ 定住自立圏共生ビジョンに基づき実施する事業、外部人材の活用や地域医療の確保に要する経費等に対する財政支援
○ その他、地方債（地域活性化事業債）、関係各省による事業の優先採択 等

定住自立圏構想に対する支援策

定住自立圏の取組

n 地方圏の人口流出を食い止める「ダム機能」を確保するため、中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、
連携・協力することにより、圏域全体として必要な生活機能等を確保する「定住自立圏構想」を推進し、地方
圏における定住の受け皿を形成する。

出所：総務省ホームページ 63
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① 圏域全体の経済成長のけん引

産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等

② 高次の都市機能の集積・強化

高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等

連携中枢都市圏に何が求められているのか

連携中枢都市圏をいかに実現するか
Ø 地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な
連携を可能とする「連携協約」の制度を導入

（平成26年11月１日施行）

Ø 平成26年度・平成27年度は、連携中枢都市圏の形成

を推進するため、国費により支援（21事業）

Ø 平成28年度予算においても１．３億円を計上し、引き

続き連携中枢都市圏の形成を促進

Ø 平成27年度から 地方交付税措置を講じて全国展開

を図る

連携中枢
都市宣言

連携協約
の締結

都市圏ビジョン
の策定

【連携中枢都市圏の要件】
① 地方圏において、昼夜間人口比率おおむね１以上の指定都市・中核

市（ ）と、当該市と社会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで

形成する都市圏

※ ただし、①を原則除く都市圏であって、隣接する２つの市 （各市が昼夜間人口
比率１以上かつ人口１０万人程度以上の市）の人口の合計が２０万人を超え、
かつ、双方が概ね１時間以内の交通圏にある場合において、これらの市と社
会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏についても、

①の都市圏と同等の取組が見込まれる場合においてこれを含むものとする。

は、三大都市圏

は、都市圏を形成している団体（１５団体）

は、平成27年度促進事業実施団体（８団体）

Ø 連携中枢都市圏形成のための手続き

連携中枢都市圏の取組

n 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化
により、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠
点を形成する。

出所：総務省
ホームページ 64
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